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決済業務等の高度化に向けて
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○ 決済業務等の高度化は、経済の発展に大きな影響を及ぼすものであり、フィンテックの動きが進展する中、利用者利便の向
上や国際競争力強化の観点から、強力に決済インフラの改革や金融・ＩＴイノベーションに向けた取組を実行していくことが重要。

○ 平成27年12月に金融審議会「決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ」でとりまとめた報告においても、こうした
決済業務等の高度化に向けた取組を官民挙げて実行に移していくための体制の整備が課題とされた。

○ 同ワーキング・グループ報告書で示された課題（アクションプラン）の実施状況等をフォローアップし、フィンテックの動きが進
展する中で決済業務等の高度化に向けた取組を継続的に進めるため、官民連携してフォロー・意見交換することを目的として、
「決済高度化官民推進会議」を設置。
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令和元年12月23日時点

決済高度化官民推進会議について

第１回会合（平成28年６月８日）

第２回会合（平成29年１月11日）

第３回会合（平成29年６月21日）

第４回会合（平成29年12月20日）

第５回会合（平成30年６月11日）

第６回会合（平成31年１月29日）

第７回会合（令和元年６月24日）

第８回会合（令和元年12月23日）
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決済高度化官民推進会議におけるフォローアップ事項
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小口決済の利便性向上（国内向け）

外国人労働者・留学生、海外向けサービス等の向上

企業における業務効率化・生産性向上

オープン・イノベーションによる新しい決済の実現

簡易・迅速・安心・安価な個人間送金の実現

ロー・バリュー国際送金の提供

国内外送金手続等の利便性向上

XML電文への移行

電子記録債権の利便性向上

オープンAPI の利活用の推進

ブロックチェーン技術の活用等に関する検討

（注） 枠内塗りつぶしの項目は、特に重点的に取組みを進めるべきと考えるもの。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

キャッシュレス・ペーパーレスの推進

決済が高度化する社会に向けた環境整備

⑧

⑨

⑪

⑩

⑭

⑫

⑬ 邦銀のCMS高度化

情報セキュリティ対策の推進

全銀ネットの体制整備

大口送金の利便性向上

手形・小切手機能の電子化

金融機関におけるキャッシュレス化の推進

税・公金の収納・支払の効率化



フィンテック等を活用した企業の財務・決済プロセス全体の高度化
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仕向
銀行

全 銀
システム

支払企業 受取企業
送金指図
（XML）① ② ⑤ ⑥

振込情報とKey情報
（固定長）

振込入金
（XML）

全銀EDIシステム

③ ④

被仕向
銀行 商流情報

受信
① ⑥

・ 付記情報分離格納
付記情報へのアクセスKeyを設定

・ 振込情報をXMLから固定長に変換

・ Key情報をもとに付加情報を統合

・ 振込情報を固定長からXMLに変換

送金指図
（固定長）

送金指図
（固定長）

商流情報
付記

 全銀EDIシステム （ の箇所）

 現行の固定長電文（ の箇所）

XML電文への移行スキームのイメージ

※「固定長」形式においては、伝達可能文字数が
20文字しかない。
「XML」形式になると、無制限に商流情報を付記
することが可能となる。

企業の財務・決済プロセス全体の高度化

中小企業等を含む
企業会計の
IT・クラウド化

商流情報の
IT化の推進

送金電文に商流情報を搭載を可能に
（XML電文化）

全銀EDIシステム等
のデータを活用した
融資サービス・税務
対応の容易化等

全銀システムの24時間365日対応化・法人のネットバンキング利用の促進

税・公金の収納・支払の
効率化

※地方税のうち申告税(法人住民税等)に
ついては、令和元年10月に共通電子納
税システムを導入。賦課税(固定資産税
等)・公金については引き続き電子化に
向けて検討。

川
上 受発注（商流）情報と

決済を連携（金融EDI）

受発注・経理

税・公金の収納・支払も
ITでシームレスに

電子的に記録する
電子的に
やりとりする

連携されたデータを
有効活用する

債権管理も
電子化する

債権管理など
(手形・小切手)

税・公金の収納・支払
資金繰り・
税務対応

決済・送金

川
下

手形・
小切手機能
の電子化

 企業の財務・決済プロセスの高度化を図る観点から、受発注や請求といった商流情報を振込データに付帯してやり取り
することを可能にする送金電文への移行（XML電文化）を実施（平成30年12月25日全銀EDIシステム稼動）

 今後、XML電文化を起点として、手形・小切手機能の電子化や税・公金収納・支払の効率化等を含め、企業の財務・決
済のプロセス全体をシームレスにIT処理することを目指す



決済業務等の高度化に向けた取組み
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平成27年12月 金融審議会 決済業務等の高度化に関するワーキング・グループ報告書

平成28年６月 日本再興戦略２０１６

平成29年６月 未来投資戦略２０１７

平成30年６月 未来投資戦略２０１８

令和元年６月 成長戦略フォローアップ

■ オープンＡＰＩの利活用の推進
オープンＡＰＩを提供する銀行の数や銀行と電子決済等代行業者との間の接続状況・接続条件等をフォローアップし必要に応じ
て公表するとともに、ＡＰＩを利活用したサービスの好事例の共有等を行う。また、ＡＰＩの接続条件については、民間企業間の契約
であることを踏まえつつ、銀行及びFinTech企業の双方がWin-Winの関係になるよう促しつつ、ＡＰＩ連携を推進する。

■ ブロックチェーン技術の活用等に関する検討
金融分野におけるブロックチェーン技術の実用化に向けた取組の一環として、貿易金融における手続に関し、実証実験の結果
を踏まえ、ブロックチェーン技術を活用した電子化に係る課題を整理するとともに、その解決方策を検討する。

■ ＸＭＬ電文への移行
2020年までの送金電文の全面的ＸＭＬ化を着実に実現するため、全国銀行協会や商工会議所などの金融界・産業界、関係省
庁が連携して、周知活動や全銀ＥＤＩシステムの活用の好事例の共有などの取組を推進する。

■ 手形・小切手機能の電子化
手形・小切手機能の電子化に関し、金融界・産業界・関係省庁が連携して、全面的な電子化を視野に入れつつ、５年間で全国
手形交換枚数の約６割が電子的な方法に移行することを中間的な目標として、多様な利用者に配慮しながら、社会全体として生
産性が向上するよう取組を進める。

■ 税・公金の収納・支払の効率化
税・公金収納・支払に関し、金融機関、関係府省庁、地方公共団体などの関係者が連携した税・公金収納・支払の効率化等に
関する勉強会において、これまでに抽出したＩＴによる利便性の向上・効率化に向けた課題の解決方策等について、2019年度中
に、検討を進め、今後の道筋を得る。


